
対応はできていますか？ 大丈夫ですか？

｢労働関係法改正対応｣
総点検セミナー

㈲働きがい研究所
橋敏夫 特定社会保険労務⼠

2015/5/21(⽊),6/3(⽔)

13:30〜16:00

福井県⾃治会館



本日の内容
★１．労働契約法改正

★２．パートタイム労働法

★３．労働者派遣法

★４．労働安全衛生法

★５．障害者雇用促進法

★６．今後の労基法改正予定 等



本日の内容①
労働契約法

(Ｈ２４/８/１０､２５/４/１､２７/４/１)



★１．労働契約法

「有期労働契約」について
①雇止め法理の法定化(Ｈ24/8/10施行)

②無期労働契約への転換(H25/４/１施行)

③不合理な労働条件の禁止(H25/４/１施行)

④専門的知識等を有する有期雇用労働者等に関する特別
措置法（Ｈ27/4/1施行)



①雇止め法理の法定化(Ｈ24/8/10施行)

法19条
１号または２号の場合､雇止めをすることが､客観的に合理的
な理由を欠き､社会通念上相当でないときは､雇止めの効力を
否定し､従前の有期労働契約と同一の労働条件で「更新の申
込み」または「締結の申込み」を承諾したとみなされ､有期労働
契約が契約期間を含めて同一の労働条件で成立｡

（１号）有期労働契約が反復更新されたことにより､雇止めが
解雇と社会通念上同視できると認められる場合

（２号）労働者が有期労働契約の契約期間の満了時にその有
期労働契約が更新されると期待することに合理的な理由が
認められる場合



①雇止め法理の法定化(Ｈ24/8/10施行)

 １号・２号の該当性の判断方法

「当該雇用の臨時性・常用性､更新の回数､雇用の通算期間､契約期間管
理の状況､雇用継続の期待をもたせる使用者の言動の有無などを総合考
慮して､個々の事案ごとに判断される」｡

雇止の予告基準（あらかじめ当該契約を更新しない旨明示されているものを除き）

 有期労働契約が３回以上更新されているか

 １年を超えて継続して雇用されているか

更新しない場合には､少なくとも契約の期間が満了する日の30日前までに､
その予告をしなければなりません｡

• 雇止め理由の明示

 雇止め予告後に雇止め理由について証明書を請求した場合は､遅
滞なくこれを交付しなければなりません｡



①雇止め法理の法定化(Ｈ24/8/10施行)

実務対応

①有期労働契約の更新規定



①雇止め法理の法定化(Ｈ24/8/10施行)

実務対応 ②更新・雇止めの手続き



②無期労働契約への転換(H25/４/１施行)

法18条
有期労働契約
の濫用的な利
用を抑制し､雇
用の安定を図
るため､有期
労働契約が５
年を超えて反
復更新された
場合は､有期
契約労働者の
申込みにより
「無期労働契
約」に転換さ
せる無期転換
ルールを設け
た｡



②無期労働契約への転換(H25/４/１施行)

実務対応

① 無期契約への転換をしない前提で雇用管理する

a. 採用当初から､無期転換申込権が発生しないように更新回数の上限を契
約書等で設定しておき､

b.採用時､過去に「同一の使用者」に雇用されていたか､クーリング期間を経
ているか等を確認することになります｡

② 無期契約とする場合の対応

a. 無期労働契約への転換は期間の定めのみを変更するもので､『別段の定
め』をすることにより､期間の定め以外の労働条件を変更することは可能

b. 『別段の定め』は､労働協約､就業規則及び個々の労働契約をいう

 無期契約転換後でも就業規則は､元のままの非正規就業規則が適用
になる等の規定が必要？

c. 無期労働契約転換後､職務内容などが変更されないにもかかわらず､無期
転換後の労働条件を従前よりも低下させることは､無期転換を円滑に進め
る観点から望ましいものではないとされる



③不合理な労働条件の禁止(H25/４/１施行)

法20条の内容

①職務内容（労働者の業務内容および当該業務に伴う責任の程度）

②当該職務内容・配置変更の範囲

③その他の事情を考慮して､

有期契約労働者にとり不合理と認められるものであってはならない

対象となる「労働条件」・「同一の使用者」

賃金や労働時間等の狭義の労働条件のみならず､労働契約の内容となっ
ている災害補償､服務規律､教育訓練､付随義務､福利厚生等､労働者に対
する一切の待遇を包含する



③不合理な労働条件の禁止(H25/４/１施行)

不合理性の判断

① 有期契約労働者と無期契約労働者との間の労働条件の
相違について､職務の内容､当該職務の内容及び配置の
変更の範囲その他の事情を考慮して､個々の労働条件ご
とに判断される

② 通勤手当､食堂利用､安全管理など､労働条件を相違させ
ることは､職務内容及び配置変更の範囲その他事情を考
慮して特段の理由がない限り合理的とは認められない

参考；パート労働者の公正な待遇の確保

 パートタイム労働者の待遇と正社員の待遇を相違させる場合は､職務の内容､人材活用
の仕組み､その他の事情を考慮して､不合理と認められるものであってはならない

 職務の内容に密接に関連して支払われる手当は均衡確保の努力義務の対象



④専門的知識等を有する有期雇用労働者等に
関する特別措置法（Ｈ27/4/1施行）

① 専門的知識等を有する有期雇用労働者（高度専門職）

５年を超える期間内に完了することが予定される業務に従事する､高収入（1,075
万円以上）､かつ高度専門的知識・技術・経験を持つ有期雇用労働者

•博士学位を有す者､公認会計士､医師､歯科医師､獣医師､弁護士､一級建築
士､税理士､薬剤師､社会保険労務士､不動産鑑定士､技術士､弁理士

• ITストラテジスト､システムアナリスト､アクチュアリー資格試験合格者

•特許発明者､登録意匠創作者､登録品種育成者

•大学卒５年､短大・高専卒６年､高卒７年以上実務経験を有す農林水産業・鉱
工業・機械・電気・建築・土木技術者､システムエンジニアまたはデザイナー

•システムエンジニアとして実務経験５年以上を有すシステムコンサルタント

•国等により知識等が優れたものであると認定され､上記に掲げる者に準ずるも
のとし厚生労働省労働基準局長が認める者

第一種計画

② 定年後引き続き雇用される有期雇用労働者（継続雇用の高齢者）

定年後､同一事業主または「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律」における
特殊関係事業主に引き続き雇用される有期雇用労働者｡

第二種計画



特例の効果

特例対象者について､労働契約法に基づく無期転換申込権発生までの期
間（現行５年）を延長

→次の期間は､無期転換申込権が発生しないこととする｡

①高度専門職： 一定期間内に完了することが予定されている業務に就く
期間（上限：１０年）

②継続雇用の高齢者： 定年後引き続き雇用されている期間

● 特例の適用を受けるためには､雇用管理措置に関する計画の認定申
請が必要｡

雇用管理措置の計画を作成した上で､都道府県労働局長の認定を受
けることが必要｡

このイメージは、現在表示できません。



事
例
研
究



第一種・第二種計画のひな型



本日の内容②
パートタイム労働法

（Ｈ２７/４/１）



★２．パートタイム労働法（Ｈ２７/４/１施行）

改正の大きな三つの柱
① パートタイム労働者の公正な待遇の確保

 正社員と差別的取扱いが禁止されるパートタイム労働者の対象
範囲の拡大

 パートタイム労働者の待遇と正社員の待遇を相違させる場合は､
職務の内容､人材活用の仕組み､その他の事情を考慮して､不合
理と認められるものであってはならない

② パートタイム労働者の納得性を高めるための措置

 パートタイム労働者を雇い入れたときは､雇用管理の改善措置の
内容について､事業主が説明しなければならない

③ パートタイム労働法の実効性を高めるための規定の新設

 雇用管理の改善措置の規定に違反している事業主が､厚生労働
大臣の勧告に従わない場合は､厚生労働大臣は事業主名を公表
することができる｡



★２．パートタイム労働法（Ｈ27/4/1施行）

①パート労働者の公正な待遇の確保

 正社員と差別的取扱いが禁止されるパートタイム労働者の対象範
囲の拡大

【チェック】パート労働者は､有期契約がほとんど｡ 今後は､有期契約であっても(1)・(2)
に該当していれば相応の対応をしていかないとトラブルになる可能性がある､というこ
とです｡
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②パートタイム労働者の納得性を高めるための措置 事業主による説明義務の新設

雇入れ時､更新時の説明 雇入れ後の説明

労基法（15条１
項）文書で明示

パート労働法
（６条１項､改
正パート労働
法施行規則２
条１項）文書
で明示
④が追加された

パート労働法（14条１項）
雇い入れ時､速やかに説明

②③④は旧法では説明を求められた場
合に随時行えばよかった｡

求められた場合､措
置をすべきとされる
事項に関し決定に際
し考慮した事項につ
いて､そのパート労働
者に対して説明する
必要あり

①契約期間､②
有期労働契約を
更新する場合の
基準､③就業場
所と従事する業
務内容､④始業､
終業の時刻､所
定時間外労働の
有無､休憩・休
日・休暇､⑤賃金､
⑥退職に関する
事項等

①昇給の有
無､②退職手
当の有無､③
賞与の有無､
④短時間労
働者の雇用
管理の改善
等に関する事
項に係る相談
窓口(設置する
義務)

①待遇の差別的取扱い禁
止､②賃金の決定方法（賃
金制度がどうなっている
か）､③教育訓練実施（どの
ような場合にどのような教
育訓練があるのか）､④福
利厚生施設の利用（どのよ
うな福利厚生施設が利用
できるのか）､⑤通常の労
働者へ転換を推進する措
置（どのような正社員転換
推進制度があるのか）内容

①労働条件の文書
交付等､②就業規則
作成手続(パート労働

者の過半数代表から
の意見聴取努力義
務)､③待遇の差別禁

止､④賃金の決定方
法､⑤教育訓練実施､
⑥福利厚生施設利
用､⑦通常の労働者
へ転換を推進するた
めの措置



説明方法

口頭で説明するのが原則だが､容易に理解できる文
書であれば文書の公布でも可｡ ＦＡＸ､メールも可｡

 契約更新時の説明

• 更新も「雇い入れ」に該当するとの解釈なので､雇用管理改善の措置
を行う必要がある

 説明義務

• パートの納得性を高めるのが趣旨

• 納得するまで説明することを求めているのではない

• 適切な方法で説明すれば､履行されたと解される

説明を求めたことを理由に､不利益
な取り扱いをすることは禁止されます
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職務の内容に密接に関連して支払われる
手当は均衡確保の努力義務の対象

「通勤手当」という名称であっても､距離や実際にかかっている経費に関係

なく一律の金額を支払っている場合のような､職務の内容に密接に関連し
て支払われているものは正社員との均衡を考慮しつつ､パートタイム労働
者の職務内容､成果､意欲､能力､経験などを勘案して決定するように努め
ることとされます｡

名称だけではなく､支払方法､支払い基準などを含め実態で判断

一律に支給される家族手当は職務関連賃金となる



まとめてみると・・・・・



まづは自社の現状把握､パート指標・診断ツール
を活用（厚生労働省）

自事業所のパートタイム労働者に対する雇用管理や通常の労働者（正社
員）との均等・均衡待遇の現状と課題を8分野で自主点検分析できるツー
ル（エクセルシート）です｡ダウンロードしチェックしてみましょう！



本日の内容③

労働者派遣法
（Ｈ２７/４/１）



労働契約申込みみなし制度(Ｈ27/10/1施行)

派遣先企業が違法派遣と知りながら派遣労働者を受け入れている場合､
違法状態が発生した時点において､派遣先企業が派遣労働者に対して労
働契約の申し込み（直接雇用の申し込み）をしたものとみなす制度です｡

 違法派遣とされるのは以下の４つの場合とされています｡

 禁止業務への派遣受入れ

 無許可・無届の派遣元からの派遣受入れ

 自由化業務について､派遣受入可能期間を超過した受入れ

 偽装派遣（偽装請負）

 労働契約申込みみなしとなった場合の労働条件は､みなし時点におけ
る労働条件と同一の内容とされる｡

 労働契約の申し込みの有効期間は､
違法派遣が終了した日から１年間｡

派遣先等が①違法行為に該当することを知らず､かつ､②知らなかったことに過失がないときは､この制度は適用されません｡





本日の内容④

労働安全衛生法
（Ｈ２８/６/１､２７/１２/１､２７/６/１､２６/１２/１）









メンタルヘルス対策とストレスチェック制度に関する法
令指針等で､行政が求める要件

 事業者の方針表明(文)
 メンタルヘルス規程（ストレスチェック規定含む）

 衛生委員会

 従業員周知

 ストレスチェックの実施

 実施者からストレスチェック個人結果通知

 結果通知での相談窓口情報の提供

 医師面接の実施（医師面接指導をマネジメントします）

 医師からの意見聴取､就業措置に関するアドバイス

 集団的分析（組織診断）の実施

 労働基準監督署報告（法令施行後）

 「こころの健康作り計画」

ﾁｪｯｸ実施だけで
はないのか～！
負担だよなー



2014年11月28日開催 第4回ストレス

チェック制度に関わる情報管理および不
利益取り扱い等に関する検討会 資料
（12月3日発表)

このフローの大きなポイント！

衛生委員会での調査審議が必要

衛生委員会の議事録は3年間の
保存義務あり！

衛生委員会未設置
＜50万以下の罰金＞

衛生委員会議事録未保存
＜50万以下の罰金＞



本日の内容⑤
障害者雇用促進法

（Ｈ２２/７/１､２７/４/１）



障害者雇用促進法（平成２１年４月改正）

意思決定機関の支配を受ける

雇用促進事業に参加



雇用納付金制度の拡大と特例



障害者の短時間労働への対応



納
付
金
の
計
算
例

Ｈ25,4,1から２％

Ｈ25,4,1から２％



納付金の使いみち

 障害者雇用調整金の支給

200人を超える事業主で､障害者雇用率（2.0%）を超えて障害者を雇用
している場合､超過雇用障害者数1人につき月額27,000円支給｡

 障害者雇用報奨金の支給

200人以下の事業主で、各月の雇用障害者数の年度間合計数が一定
数（各月の常時雇用している労働者数の4％の年度間合計数又は72人
のいずれか多い数）を超えて障害者を雇用している場合、その数を超え
て雇用している障害者の人数に21,000円を乗じて得た額の報奨金が支
給。

 在宅就業障害者特例調整金の支給

 在宅就業障害者特例報奨金の支給



本日の内容⑥
今後の労基法改正予定
長時間労働抑制策と 多様な働き方の普及促進



ご存知でしたか？

上位は､労働時間が
短い国が独占！

OECD主要７か国中
最下位！

そもそもみんな残業好きなの？

生産性が低い
のにもかかわ
らず長時間労
働！

しかも最も
生産性の
高まる時
間帯に働
いていな
い！



過重労働対策の一層の強化



働き方の見直しに向けた労働時間法制改正について



①働き過ぎ防止のための取り組み強化

適正な年次有給休暇管理が企業の課題に！

年休をとらない社員がいると社長に罰則

年休管理簿が法定義務化へ！

年休も業務
に！？
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（資料出所） 厚生労働省｢就労条件総合調査｣（平成１１年以前は「賃金労働時間制度等総合調査」による）
（注） １） 「対象労働者」は「常用労働者」から「パートタイム労働者」を除いた労働者である｡

２） 「付与日数」には､繰越日数を含まない｡「取得率」は､全取得日数／全付与日数×１００（％）である｡
３） 平成18年以前の調査対象：「本社の常用労働者が30人以上の民営企業」→平成19年以降の調査対象：「常用労働者が30人以上の民営企業」

取
得
率

日

我が国の年次有給休暇の取得率は､近年５割を下回る水準で推移している｡
なお､平成24年は前年に比べ取得日数は0.4日､取得率は2.2ポイント低下した｡

10.0

年次有給休暇の取得率等の推移

2020年
には
7割に



①働き過ぎ防止のための取り組み強化

中小企業における月６０時間超の時間外労働に対する割増賃金率（適用猶
予の見直し）

運輸業界はＨ３４年から



「朝型」など働き方見直しに向けた企業の取組促進

最も生産性の高まる時間帯に
働いていない！

武石惠美子「働く人のワーク・ライフ・バランスを実現するための企業・職場の課題」（経済産業研究所・平成23年3月）

独・英のホワイトカラー正社員との勤務スタイル比較

「８時より前」に仕事
を始める人

「17時より前」に仕事
を終える人

日本7.0%

独 46.7% 
英 20.6% 

日本3.7%

独 51.1% 
英 36.7% 



「朝型」など働き方の見直しに向けた企業の取組の促進



④フレックスタイム制の見直し（清算期間の延長）について

一箇月を超える清算期間を定めるフレックスタ
イム制の労使協定は､行政官庁へ届出必要



フレックスタイム制の発想を転換しよう



多様で柔軟な働き方の実現

 企画業務型裁量労働制の見直し

企画業務型裁量労働制の対象業務に「課題解決型提案営業」と「裁量
的にPDCAを回す業務」を追加､健康確保措置の充実や手続の簡素化
等の見直しを行う｡

 特定高度専門業務・成果型労働制（高度プロフェッショナル制度）創設

職務範囲が明確で一定年収（少なくとも1075万円以上）を有する労働

者が､高度の専門的知識を必要とする等の業務に従事する場合に､健
康確保措置等を講じること､本人の同意や委員会の決議等を要件とし
て､労働時間､休日､深夜の割増賃金等の規定を適用除外

• 金融商品の開発業務、金融商品のディーリング業務、アナリストの業務（企業・市場等の高度な分析業務）、
コンサルタントの業務（事業・業務の企画運営に関する高度な考案又は助言の業務）、研究開発業務等を念
頭に、法案成立後、改めて審議会で検討の上、省令で適切に規定することが適当である。

制度対象者について､在社時間等が一定時間を超える場合､その者に
必ず医師による面接指導を受けさせなければならない｡（※労働安全衛生法改正）

• 健康確保措置として「特別休暇」「健康診断の実施」「面接指導の実施」を明記

• 定期報告の簡素化（最初のみ届出、後は事業場保存）

• 労使委員会決議の一括容認（通達改正？）



キャリアアップ助成金について（平成２７年度予定額：２２１億円）



最後まで
ご清聴ありがとうございました！

ご意見､ご感想､お問い合わせは

TEL；0776（57）1380

FAX；0776（57）1370
は し は た ら き が い

MAIL;hashi@hatarakigai.co.jp
H P；

◍◍◍◍お客様の会社がうまくゆきます◍◍◍◍

㈲ 働きがい研究所

賃金(福井県の賃金相場)･退職金､就業規則､社員研修

JR町屋陸橋を東に降りて右側､茶色いビルの2階
（福井市西開発1丁目2508野坂第2ビル201）

働きがい研究所 検索
クリック！


